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◆地域の未来を共有しよう 

地域づくりを進める上で必要なこと、それは地域に暮らす人たちが自分たちの地域の

未来をしっかりと描くことです。 

多様な生活スタイルや家庭の形態などが混在する地域の中で、それぞれの想いが地域

で共有できているでしょうか。 

今、私たちに必要なことは、地域の現状や理想とする未来を共有し、つながることで

はないでしょうか。 

そのためのキーワードは、「対話」と「つながり」です。 

何も大げさなことをするのではなく、一つひとつの小さなつながりが各地域で繰り広

げられ、さらにつながり、ふりかえれば地域がつながっている。 

皆さん、「対話」をとおしてゆっくりと「つながって」いきませんか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ はじめに 

- 1 -



 

 

１ 策定の目的 

 

本市では、平成 17 年 12 月、市民活動の推進によるまちづくりについて、理念の共有

化を図ることを目的とした「光市市民活動推進のための基本方針」を策定し、これまで

市民と行政との協働によるまちづくりを進めてきました。 

市民と行政との協働を進めるためには、これまでの「行政＝公共」の視点から、「新

しい公共」の仕組みを導入することが大切であり、今、市民が主体となって、最も身近

な地域社会の現状や課題を共有し、地域の特性や課題に応じた地域コミュニティを推進

することが求められています。 

こうしたことから、本市における地域コミュニティの基本的な考え方や目指すべき姿、

さらには、取組みの方向性や行政の役割等を明らかにし、地域活性化に向けた市民・事

業所・行政が一体となった取組みを進めるため、「光市コミュニティ推進基本方針」を

策定するものです。 

 

 

 

２ 策定の背景 

 

（１）地域社会を取り巻く環境の変化 

 地域はこれまで、それぞれの地勢、歴史、文化など様々な背景の中でつながり、地

域活動に取り組んできました。 

しかし、明治以降の近代国家の形成過程で、「公共」＝「官」という意識が強まり、

その後の高度経済成長時代の大きな変化の中で、めざましい技術革新や公共サービス

の拡充などにより、市民の生活が便利になりました。 

しかしながら一方で、少子高齢化や核家族化が進行し、地域における人間関係が希

薄化するとともに、私たちが暮らす地域の課題やニーズが多様化・複雑化するなど、

これまでの地域での「つながり」が上手く機能しない社会へと進んできました。 

こうした地域社会を取り巻く環境の変化は本市も例外ではなく、すべての市民が健

康で安心して暮らし、心から幸せや満足を実感できる地域社会を、これまでの行政を

中心にした公共サービスだけで進めていくことは難しくなっています。 

 
 
 

Ⅱ 基本方針策定の趣旨 
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（２）地域における取組み 

  こうした中、阪神・淡路大震災を契機として、ＮＰＯや市民ボランティアの活動が

注目され、日常的な地域活動の大切さが再認識されました。 
  本市においても、公民館の自主運営による公民館を中心とした地域づくりが進めら

れ、地区運営組織（コミュニティ協議会等）や連合自治会、自主防災組織が立ち上が

るなど、独自の組織づくりや活発な地域活動が行われてきました。 
こうしたことを背景に、新たな公共の担い手として地域コミュニティへの期待が高

まってきましたが、担い手の「固定化」「高齢化」「減少化」や住民の地域への無関心

など、全体的な地域活動の衰退傾向は依然として続いています。 

 
 
（３）国のコミュニティ政策 

  国は、平成 22 年 10 月、すべての人に居場所と出番があり、協働することで絆を作

り直す「新しい公共宣言」の中で、それぞれが当事者意識を持って行動し公共に参加

していく「新しい公共」の考え方を示しました。 
また、平成 25 年には、こうした考え方を「自助・（互助）・共助・公助」の枠組み

に整理し、「共助社会」と「共助づくり」の必要性を直接的に伝えていくため、「共助

社会づくりの推進」と名称を変えました。 

内閣府の研究会である「共助社会づくり懇話会」では、すべての人材がそれぞれの

持ち場で、持てる限りの能力を活かすことができる「全員参加」が重要であり、共助

の精神によって、人々が主体的に支え合う活動を促進することで、活力ある社会にし

ていくことが必要であるとしています。 

さらに、こうした活力と共助の精神にあふれた社会の担い手として、これまでの地

域社会において重要な役割を担っていた自治会、商店会等のみならず、ＮＰＯ法人や

公益法人、企業等多様な担い手の更なる参加を期待しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※厚生労働省の「地域包括ケア研究会 報告書～今後の検討のための論点整理～」では、「自助・互

助・共助・公助」の役割分担の確立を挙げ、互助の重要性を記載しています。 

 

 

 

 

※ 
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３ 基本方針の位置づけ 

 
基本方針は、「光市総合計画」を上位計画として、「光市市民活動推進のための基本方

針」における協働の考え方を踏まえて策定するものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

★一体的計画

光市市民活動のための基本方針
（協働の基本的な考え方を明文化）

光市コミュニティ推進基本方針
（コミュニティの基本的な考え方を整理）

地域コミュニティの活性化

【光市総合計画】
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「光市総合計画」 

光市総合計画後期基本計画において、特に優先して取り組む政策を「７つの未来

創造プロジェクト」として位置付け、そのひとつとして「ふれあいで絆を紡ぐコミ

ュニティ創造プロジェクト」を掲げています。 

基本方針は、「ふれあいで絆を紡ぐコミュニティ創造プロジェクト」を推進する

ため、地域コミュニティの組織や拠点づくり、さらには、地域と行政の関係などの

基本的方向や目標を総合的に示すものです。 

「光市市民活動推進のための基本方針」 

市民活動推進のための基本方針では、「市民活動」をコミュニティ活動、ボラン

ティア活動、NPO 活動とし、こうした多様な主体と行政との協働の考え方を示し

ています。 

基本方針の策定にあたっては、協働の考え方を踏まえ、地域コミュニティの基本

的な考え方を整理し、具体的な取組みの方向性等をとりまとめています。 
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４ 地域コミュニティの現状と課題 

 

（１）少子高齢化の進行 

本市の人口は、昭和 60 年の 58,228 人をピークに減少傾向が続き、平成 27 年には

51,069 人と推計され、人口の減少が進行していくことが予測されています。 

また、年齢 3区分別の人口構成は、年少人口（0～14 歳）と生産年齢人口（15～64

歳）がともに減少傾向を示しているのに対して、老年人口（65 歳以上）の比率は増

加を続けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 22 国勢調査に基づく推計 

 

 

（２）核家族化の進行 

世帯数の推移をみると、昭和 60 年の 18,360 世帯から平成 26 年の 23,161 世帯と、

継続して増加しており、核家族化が進行していることがわかります。 
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15,000
16,000
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世帯数の推移

22.6％ 17.7％ 15.3％ 14.4％ 14.3％ 13.6％ 12.1％ 11.4％ 10.4％ 10.3％

65.4％
67.9％ 67.7％ 65.7％ 62.7％ 57.9％

54.5％ 53.3％ 53.3％ 53.3％

12.0％ 14.4％ 17.0％ 19.9％ 23.0％ 28.5％
33.4％ 35.3％ 36.3％ 36.3％

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 H32 H37 H42

将来推計

年少人口 生産年齢人口 老年人口

58,228 56,410 55,408 54,680 53,971 53,004 51,069 48,946 46,530 43,950

(人) 

(世帯) 

資料：各年 3 月 31 日の状況
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（３）地域団体と活動の担い手 

  地域では、自治会をはじめ、子ども会や高齢者団体など様々な地域団体が活動を行

っていますが、「①お住まいの地区で活動している団体・組織について」は、その中

でも自治会・町内会が 62.3％で、地域の基本的な活動団体となっていることがわか

ります。 

  一方で、「②自治会の加入率」は低下傾向にあるとともに、「③コミュニティ活動を

行う上での問題」として、「役員が高齢化している（37.2％）」「役員のなり手がいな

い（33.4％）」など地域活動を支援する人材に関する問題とともに、「住民の関心が低

い（41.5％）」「イベントなどを企画しても参加者が少ない（30.8％）」など地域活動

に参加する人のつながり等が多くを占めており、人材育成や人材不足への対応、さら

には、地域の連帯感の醸成等が求められています。 

 

①お住まいの地区で活動している団体・組織について 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：(仮称)室積コミュニティセンター需要調査の 

「コミュニティ活動に関する調査」から（H22.9） 

 

 ②自治会の加入率 

  

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 
資料：毎年 4 月 1 日現在の各地区の状況を集約 
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自治会への加入世帯数 自治会の加入率

(世帯) (%) 

62.3%

14.1%

13.6%

13.6%

13.1%

6.0%

0% 20% 40% 60%

自治会・町内会

スポーツの団体

子ども会・婦人団体

趣味の団体

高齢者の団体等

社会奉仕の団体

5.7%

5.5%

5.5%

4.5%

2.4%

23.2%

0% 20% 40% 60%

環境美化・保健衛生…

交通安全・防犯の団体

社会福祉の団体

学習・文化活動の団体

その他

特に活動していない
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③コミュニティ活動を行う上での問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：(仮称)室積コミュニティセンター需要調査の 

「コミュニティ活動に関する調査」から（H22.9） 

 

 

（４）地域のつながりの希薄化 

「①近所づきあいや地域の人たちのつながり」について、昔と比べ薄れているが

59.2％と約 6 割を占めており、その理由として「他人の関与を歓迎しない人が多くな

った（51.2％）」「近所づきあいをしなくても支障がない（50.0％）」となっています。 

一方、「②近所づきあいや地域の連帯の必要性」については、必要があると思うが

77.3％を占めており、「いざという時に助け合うことができる（84.0％）」「防犯や防

災につながる（72.5％）」などいわゆる非常時に備えた近所づきあいや地域の連帯の

必要性を感じている人が多いことがわかります。 

 

①近所づきあいや地域の人たちのつながり 
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わから
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8.6%

不明

1.4%

51.2%
50.0%

25.0%
19.4%

16.9%
12.9%

5.2%
0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

他人の関与を歓迎しない人が多くなった

近所づきあいをしなくても支障がない

お互いに協力を必要とする問題が少ない

地域の人のつながりを作り出すﾘｰﾀﾞｰがいない

みんなが参加できる行事等が少なくなった

集合住宅やﾜﾝﾙｰﾑﾏﾝｼｮﾝが増加した

その他

不明

41.5%

37.2%

33.4%

30.8%

23.9%

13.1%

8.4%
3.6%

3.3%

14.1%

9.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

住民の関心が低い

役員が高齢化している

役員のなり手がいない

イベントなどを企画しても参加者が少ない

活動がマンネリ化（慣例化）している

アパートなどの新規住民との連携がない

地域の各種団体間の連携がない

集会や活動をする場所がない

その他

特に困っていることはない

不明

資料：(仮称)室積コミュニティセンター需要調査の 

「コミュニティ活動に関する調査」から（H22.9） 

- 7 -



②近所づきあいや地域の連帯の必要性 

 

                   「必要があると思う」理由 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
資料：(仮称)室積コミュニティセンター需要調査の 

「コミュニティ活動に関する調査」から（H22.9） 
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いざという時に助け合うことができる

防犯や防災につながる

地域の教育力等が向上する

ふるさとへの愛着や誇りにつながる

生活上の悩みなどを相談できる

その他
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（５）公民館の沿革 

 
 ◇「地区公民館方式」による運営 

 
・本市の公民館運営は、従来、「地区公民館方式」を採用し、地域コミュニティ活 

動の拠点として運営していました。 

 

・また、公民館には、非常勤の館長や常勤・非常勤の主事（市職員）を配置し、地 

域住民が主体的に参加する体制となっていました。 

 

・その後、地域住民による自主的・主体的な地域運営を推進し、「地域の課題は地 

域で解決する」など地域自治をさらに進めることを目的に、地域からの意見等を 

踏まえ、公民館の地域自主運営方式を推進することとしました。 

 
 
 

 ◇「地域自主運営方式」への移行 

 

・平成 20 年 4 月に市内 4 地区の公民館を自主運営に移行し、その後、段階的に各 

地区で公民館の自主運営を進め、平成 22 年 4 月には、すべての公民館が館長並 

びに、地域選出主事による体制での自主運営となりました。 

 

・また、公民館を中心に地域づくりが進み、地域による運営組織や連合自治会、 

さらには、自主防災組織が立ち上がるなど、独自の組織作りや地域活動が展開さ 

れはじめました。 

 

・しかしながら、自主運営により期待された地域づくりの推進の一方で、役員の担 

い手不足や全体的な地域活動の衰退傾向が顕在化するとともに、地域選出主事の 

負担増など新たな課題等も生じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域自治：P12 コラム 1「地域自治の推進とは」参照 

※ 
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◇「地域自主運営方式」の総括 

 
・平成 19 年度より取り組んできた公民館の地域自主運営やそれに伴う地域からの 

主事選出は、地域の課題は地域で解決する「地域自治の推進」に向けた、地域住 

民の自主的・主体的な地域運営という点において、第一歩を踏み出したと考えて 

います。 

 

・しかし、こうした地域住民を巻き込んだ「大きな地域の変化」が生じる際の、各 

地域の状況把握やより丁寧な説明、さらには、組織づくりや行政の関わりなど、 

行政としての協働の取組みには、まだまだ多くの課題が残っています。 

 

 ・こうしたことから、引き続き、地域と行政が協働のパートナーとして対話を進め 
ながら、想いの共有・共感を深め、これからの地域づくりを推進していく仕組み 
づくりが求められています。 
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～公民館関係者等からの意見～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

◇自主運営について 

●実施時に明確な目的が示されなかった。 

●行財政改革の一環として、行政職員を引き上げたのではないのか。 

●公民館の管理運営をどのように進めていくのか（生涯学習施設として教育委員会の管理下に、

あるが、窓口は地域づくり推進課になっており、市の方針が見えない。）。 

●自主運営を地域がわかっていない。 

●行政・議会も本当にわかっているのか。 

●もともと自主運営がされていた（公民館運営協議会による行事審議等）が、地域コミュニティ

推進の意識はさほどなかった。 

●自主運営の目的が地域に理解されていないため、公民館（主事）にすべて任せておけば良い 

●と考える住民・団体が多い。 

 

◇地域選出主事について 

●地域の人の顔を知っているので、話ができやすく協力体制が整いやすい。 

●地域活動の推進に館長や主事が積極的に関わり、他組織との連携を進めることができている。

●主事の業務内容がはっきりしていない。⇒団体の事務局をもつことがどうなのか。これがある

から生涯学習ができない。 

●マニュアルが示されていない以上、主事のスキルによって内容が変わる。行政職員とは差があ

る（政策立案能力、相談先）。 

●文書管理等事務のアドバイスが必要 

●現状で、主事に様々な能力を求めるのは無理（あまり無理を言うと成り手がいなくなる。） 

●あて職が増えて、現職員体制で地域コミュニティ等付加価値を付けるのは難しい。 

●従来の業務で手一杯なのに、地域コミュニティの推進は難しい。 

●二人主事体制になって業務分担等で問題が生じた。 

●各部長はよく動くが、主事との関わりは難しい（給料制とボランティア）。 

●行事が多いので主事が大変 
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コラム１「地域自治の推進とは」 

地域自治の推進とは、地域に暮らす住民が、自分たちの地域のことを考え、話し

合い、行動していくことです。 

 では、なぜ、地域自治の推進が必要なのでしょうか。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「無縁社会」の誕生に拍車をかけた要因として、行政サービスのあり方も関係しています。

●道路の維持：かつては、自分たちの道は、自分たちで清掃、草刈り、補修などしていまし

 たが、今は行政が公共サービスとして行っています。 

●近所の問題：「隣の家の木の枝が邪魔だ」といった、かつて地域内で解決していたような

内容の電話も行政にあります。 

こうした「公共の範囲が広がること」が、結果として地域のつながりを薄めていくことに

なっていると考えたら、もう一度、人々の公共意識を高め、「現代版のつながり」をつくっ

ていくことが大切ではないでしょうか。 

 

「東日本大震災での避難所の運営について」の講演での話・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

自主防災組織の活動などは、地域住民が自分たちで考えるから、実効性があり満足のいく

ものになるはずです。 

地域住民が自分たちの地域のことを考え、話し合い、行動していくことを「地域自治」と

いいます。 

 

地域では・・・ 

①少子高齢化 
②核家族化 
③地域における人間関係の希薄化 
④多様な市民思考など社会の変化によって 
一言でいうと・・・地域での「つながり」が薄れはじめている。 

その結果、 
「無縁社会」という言葉も誕生し、 
孤立死や児童虐待などが社会的な問題になっている。 

 ある避難所では、開設後すぐに自治会長が集まり、避難所の掃除や食事のとり方等

のルールを決めるなど、みんなが協力して、避難所生活の環境を整えていった。 

一方で、なかなか上手くいかない避難所もあった。 
 

 ⇒「非常時には、常時あるいは平時の力が問われる」 
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地域と行政が一緒になって「地域自治の推進」を考えていかなければいけない事情がほか

にもあります。下の①～④をご覧ください 

 

 

 

 

 

 

 

 

これを象徴的に表したのが下図になります。 

① 高齢化が進むにつれて、社会保障費は増加していきます。 

② 一方、労働力となる 15 歳以上 65 歳未満の人口は減っていきます。 

⇒単純に考えると、税収も減るということになります。 

③ このため、「アレもコレも」から「アレかコレか」といった選択と集中の時代に変化し

なければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

では、こうした未来予測がある中で、自分たちの地域に必要なことは・・・ 

 

『まずは、自分たちの地域について話し合い、想いを共有していくこと。 

そして、自分たちで行動していくこと』です。

 

 この基本方針では、地域自治を推進するための方法等をお示ししていますが、地域と行政

がともにパートナーとして対話の場に参加し、地域自治の推進に向けて一緒に地域づくりを

考えていきたいですね。 

 

 

社会保障費の増 税収の減 

平成 32 年の光市の姿は・・・ 

①高齢者率 35％ ※高齢者 1 人を支える人口は 1.5 人 

(全国より 10年以上早いペース) 

②75 歳以上の人口 9,491 人 ※市民の 5 人に 1 人(H22：8 人に 1 人) 

③生産年齢人口 15％減(15 歳以上 65 歳未満) ※税収約 1/6 減(単純計算) 

④公共サービスとこれを担う行政組織のスリム化等による職員数の減は… 等 
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１ 地域コミュニティとは 

 

地域コミュニティとは、一定の地域を拠点として行われる地域住民の集合体をいい、

最も代表される集合体が各地域の自治会で、地域コミュニティの基盤となっています。 

また、自治会を中心としながらも、社会福祉協議会や老人クラブ、子ども会、婦人会、

ＰＴＡなどの各種団体が連携して、活動している地域もあります。 

地域コミュニティは、子どもの見守りや高齢者への支援、さらには災害時の避難など

多様化する地域課題について、地域の人たちが自分事として捉え、主体的に取組み、自

分たちが住んでいる地域をみんなの力でよりよいものにする重要な基盤となります。 

 

【組織体制（例）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 ※コミュニティ協議会は、公民館・連合自治会が発展した組織を想定しています。 

  また、組織内に環境部・防災部等の専門部の設置や、老人クラブ・子ども会など地域で活動する各

種団体が連携する組織で、地域全体を包括する構成が基本となります。 

※上記は一つの例であり、組織の在り方は地域ごとの特性に応じて決めていくものです。 

Ⅲ 地域コミュニティの目指す姿 

　
○
○
自
治
会

　
○
×
自
治
会

運営委員会

常任委員会

○○○コミュニティ協議会※

　・・・
　・・・
　・・・

 地区社会福祉協議会
 老人クラブ
 子ども会
 婦人会
 おやじの会
 コミュニティ・スクール
 スポーツ少年団
 商店会
 □×◇クラブ
 ○△○会　など

【サポート】
　行政

　
○
△
自
治
会

環境部

防災部

福祉部

体育部

青少年部

文化部

　
□
○
自
治
会

　
□
△
自
治
会

　
△
○
自
治
会

組織の基盤は自治会

連携

連携
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２ 地域コミュニティの範域 

 

  地域コミュニティは、普段の生活の中で繰り返される共同体意識のある住民の集合

体であることから、日常的に顔の見える関係を基礎として活動が行われてきた公民館

活動区域を、本市における地域コミュニティの範域とします。 

  ただし、歴史的な背景や実際の生活圏の経緯、さらには、加速化する少子高齢化を

視野に入れた地域づくりを考えるとき、この範域を原則としながらも、地域の中での

対話をとおして新たな範域について、今後考えていくことも大切です。 

 

 

【現在の公民館活動区域の状況】 
 

公 民 館 人 口 世 帯 数 

年齢 3 区分別人口構成 (%) 

年少人口 
生産年齢 

人 口 
老年人口

牛島 58 39 0.0 13.8 86.2

伊保木 233 119 1.3 39.5 59.2

室積 8,861 3,945 10.6 56.8 32.7

光井 7,703 3,261 14.3 57.9 27.8

島田 4,065 1,766 15.8 58.2 26.0

中島田 927 380 13.6 62.0 24.4

浅江 15,014 6,641 13.5 55.6 30.9

三島 7,154 3,032 13.5 56.1 30.4

周防 1,980 873 10.7 54.4 34.9

大和 
（岩田･三輪）

5,538 2,297 10.5 54.4 35.0

塩田 1,013 484 7.6 48.1 44.3

束荷 780 324 5.5 55.1 39.4

計 53,326 23,161 12.6 56.1 31.3

                資料：住民基本台帳人口(H26.3 末日現在)を基に作成 
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３ 基本方針策定の視点 

 

◇新たな価値、新たな満足を生み出す 

地域特有の課題・ニーズの発見や自分たちの地域がどうあってほしいかといった将

来像は、地域住民に最も深く関わることから、市内において画一的な取組みを進める

のではなく、地域の特色ある取組みの中で、新たな価値や満足を生み出し、地域を活

性化していく体制づくりを目指します。 

 

◇自助・互助・共助・公助の調和を図る 

防災、環境、教育、福祉など地域を取り巻く環境が複雑・多様化する中、市民一人

ひとりが地域コミュニティ活動に主体的かつ実践的に参画し、本来地域が担っていた

「互助」「共助」の意識の再生を図りながら、市民と行政との適切な協働関係の構築

を目指します。 

 

◇３つの「わ」（対話・調和・人の輪）から、まちにやさしさを導く 

地域で安心・安全に生活していくためには、人と人のつながりが大切であることか

ら、市民・事業所・行政が「対話」を大切にしながらともに主体となり、すべての市

民が参加できる「調和」のとれた地域コミュニティの環境を整え、地域全体に「人の

輪（つながり）」を広げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コミュニティ推進基本方針 

策定懇話会での意見 

⼈⼝減少や⾼齢化
を前提とした地域
運営の仕組みづく
りを考えないとい
けない 

「地域にはこんな問
題や課題がある」と
いった共有の時間が
⼤切 

⾏政におんぶにだっ
こでなく⾃分たちで
できることはやる 

地域活動の各種団体
が連携を図る場と連
帯感の醸成が⼤切 

PTA や若者など多
様な⼈材の参加が
必要 

⼈材育成の⽅法を⾏
政と地域で考えるこ
とが⼤切 
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４ 地域コミュニティの目指す姿 

 

自分たちの地域は自分たちで創る「地域自治」の実現を目指すため、「対話」と「つ

ながり」をキーワードに、地域と行政の協働による取組みを展開していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～地域コミュニティの活性化に向けた展開～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 キーワード 

目指す姿 

「対話」と「つながり」 

 

 地域課題の発見と共有

 課題解決に向けての取組み

 元気なまち協働推進事業の活用

 組織の連携

 集う場（語り場）のしかけ・キャッチ

 ニーズや想いを汲み取る場の創出

 地域意識の醸成

 対話の深化・協議の場づくり

 新たな人材の発掘

 人材育成の仕組みづくり

 情報共有の仕組みづくり

 地域活動の財源

 協働推進のための組織・体制の充実

 職員の意識改革

 拠点施設の充実

地 域 行 政 

個別の展開 

◇新たな価値、新たな満足を生み出す 
◇自助・互助・共助・公助の調和を図る 
◇3 つの「わ」（対話・調和・人の輪）から、まちにやさしさを導く

基本方針策定の視点

地 

域 

の 

取 

組 

み 

１ 対話を深める 

２ 人がつながる 

４ 地域で考え、行動する 

３ 地域でつながる 

行 政 の 取 組 み 

地域コミュニティ活性化に向けた取組み
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１ 地域の取組み 

 

（１）対話を深める                               

 

地域のつながりの希薄化は、普段の生活に支障がない、他人の関与を歓迎しない人が

多くなったことなどから進んでいますが、誰もが地域で安心して暮らせるためには、日

常生活における住民の支え合いが大きな役割を果たします。 

こうした支え合いを強くしていくためには、そこで暮らす人たちが自分の地域のこと

を良く知り、感じるとともに、互いに対話して想いや課題を共有していくことが大切で

す。 

 多様な世代へのきっかけづくりや自然に地域活動に参加しようと思える雰囲気づく

りが求められています。 

 

 

①地域意識の醸成 

これまで地域活動に参加する機会が少ない人も、多様な世代が交わり対話すること

で、地域のことを良く知り、感じるとともに、地域への愛着や想いを持ち、地域に主

体的に関わろうとする意識に発展することが期待できます。 

市民懇話会の中でも、若者の参加や高齢者と若者の交流など、若年層・子育て世代

の参加が地域活動を推進するために必要な仕組みとして協議されましたが、それぞれ

の世代に対応したきっかけづくりとなるような、多様な事業を実施することが求めら

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組みの事例】 

・地域資源マップの作成  ・地域探検ツアーの実施 

・史跡探訪の実施     ・地域のみち子どもたちのみち安心安全点検活動 

・自治会加入の促進 

Ⅳ 地域コミュニティ活性化に向けた取組み 
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②対話の深化・協議の場づくり 

  地域の団体が横の連携を広げて関係性を深め、地域が抱えている課題について互い

に把握し、協議しながら解決を図っていくことが、住民ニーズを捉えた住みよいまち

の実現につながります。そのためには、地域住民や地域の団体が集まって情報交換し、

地域における課題や諸問題について話し合うための場が必要です。 

また、多様な人たちが対話・協議の場に参加し、協議の過程を大切にしながら事業

を実施していくことで、より多くの地域住民にその内容の浸透を図ることができ、参

加者数の増加につながることも期待できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③情報共有の仕組みづくり 

  地域活動を活発に展開する上で、地域内外に活動状況やイベント情報などを広く周

知する情報発信の取組みは重要です。 

現在、地域では、公民館報を中心に各団体が会報誌などを通じて、個別に情報発信

を行っていますが、各組織が連携・協力して情報を発信していくことで、地域住民は、

地域の現状や活動の全体像を知ることができ、各イベントなどのスケジュール管理も

可能になるため、各団体への住民参加促進につながることも期待できます。 

また、各団体同士が情報を整理しながら編集過程を踏むことで、活動の相互理解や

情報共有が進み、横の連携を強化することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組みの事例】 

・井戸端会議の開催 

 井戸端会議とは、参加者の立場や年齢等に関係なく平等に意見を出し合う会議の

方法です。 

・ワークショップの開催 

 仕事や地域活動、子育てなどさまざまな暮らしの中で、定期的に住民が集まり話

し合うには、時間の制限があります。ワークショップでは、いくつかのテーマごと

に分かれて、参加者全員がたくさんの意見を出し合うことができます。 

【取組みの事例】 

・地域の広報紙作成    ・地域のホームページ制作 

・地域カレンダーの作成 
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（２）人がつながる                               

 

本市では、各地域の普段のつながりや輪番制などによって役員等の人材を確保するこ

とが多く、人材の育成や発掘に主眼を置いた取組みが多くありませんでした。 

これからの地域社会の姿を展望した時、すべての地域住民が参加し、自分たちの住む

地域を自分たちで築いていくためには、新たな人材の発掘や育成が求められています。 

これまで参加する機会が少なかった、集合住宅に住む人や若い世代など様々な人への

積極的な働きかけ、さらには開催日時やテーマの工夫など、参加しやすい環境や条件の

整備が必要となります。 

また、こうした多様な地域住民の参加の中から、地域の運営や活動を主体的に担い、

コーディネートできる「キーマン」となる人材を育成することも重要となってきます。 

 

 

①新たな人材の発掘 

  現在の地域の課題として、担い手不足がよく挙げられますが、地域には多様な人材

が存在し、一度地域づくりに関わると、充実感や楽しさを味わい、また地域づくりに

関わる人が多いと言われています。 

  現在、地域では、様々な地域活動を行っていますが、子どもや若い人が参加できる

イベントを実施することで、その家族も地域活動に関わっていくきっかけづくりにも

なり、相乗効果も期待できます。 

  また、今ある地域コミュニティ組織の人的ネットワークの強化と、ＳＮＳ等を活用

した地域の人を知るための種まきを行うなど、新たな方法により、人材の発掘を進め

ていくことも大切です。 

 

 

 

 
      ※SNS とは、人と人とのつながりを促進・サポートするインターネット上のコミュ 

ニティ型サービスのことで、趣味や嗜好、居住地域や出身校などといったつなが 

りを通じて、新たな人間関係の構築の場を提供しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組みの事例】 

・地域デビュー実践講座の開催    ・多世代で参加できるイベントの開催 

・SNS 等を活用した情報発信・収集  ・人集めが上手なチラシ作成講座の開催 
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②人材育成の仕組みづくり 

  地域づくりに協力する人材は各地域にいますが、主体的に行動できる人材や組織を

マネジメントできる人材は、学びや経験の場で育成しなければいけないため、地域と

行政との協働による、学び育成する場の創出について検討します。 

また、現在、率先して活動しているリーダーの想いや経験などを次世代へと引き継

ぐことも大切であり、若い人や女性などの価値観と多様性を認めながら、現代版の人

材育成を図っていくことも大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 ③元気なまち協働推進事業の活用 

 本市では、市民の公益的な活動を支援し、市民活動団体のさらなる公益的活動の推

進や新たな市民活動団体の育成など、新たな公共の担い手やまちづくりの要である

「マンパワー」の育成を目的とした、「元気なまち協働推進事業」を実施しています。 

こうした事業を地域内で活用することで、若い世代や子育て世代、さらには退職を

迎えた団塊世代など、多彩な層の活動参加や、異なる団体同士が一緒に取り組むなど、

新たな人材の発掘や、人材の育成の場として期待できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組みの事例】 

・自治会長や地域コミュニティ役員の研修  ・地域住民の学びの場の創出 

・先進地視察の実施   ・各地域の事例共有の場づくり 

・元気な高齢者が若者の人材育成を担う 

○交付の概要 

市民活動団体等が自ら行う事業で、原則として新規の取組みに対して、 

最大 20万円を交付するもの。 

 

～取組みの例～ 

 「ペットと一緒パトロール隊」 

  ■目的  

   愛犬の散歩をしながら地域の防犯や美化活動を行う。 

 ■事業内容 

愛犬家による地域の見守り・パトロール活動 

 ■経費の内訳 

パトロールベストやゴミ袋の購入 
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（３）地域でつながる                              

 

 地域では、公民館、地区社会福祉協議会、連合自治会、学校などの地域団体や商店会・

事業所が連携して、様々な事業を展開している地域もありますが、各団体が類似のイベ

ントを行ったり、単独では力不足のため必要な事業を行うことができないなど、必ずし

も効果的な取組みが行われていないのが現状です。 

地域の多様な課題に対して、一つの団体だけでは解決できないことも、多様な団体が

出会い、つながることで、解決できる課題はたくさんあるため、多様な団体が相

互に理解し合い、対等な関係で協働して地域の課題に取り組むことが求められていま 

す。 

 また、各種団体がつながった、地域コミュニティ組織が地域づくりの核となるために

は、すべての地域住民に開かれ参加できる、持続可能な組織体制を整えることが大切で

す。 

 

 

①集う場（語り場）のしかけ・キャッチ 

  地域には、自治会のように土地でつながる「地縁型」のコミュニティと、環境問題

や子育て支援など共通の目的や興味・趣味などでつながる「テーマ型」のコミュニテ

ィがあります。 

  地域活動が衰退化する中、地縁型とテーマ型のコミュニティが一同に「集う場」や、

地域で活動しているサークルや、グループの情報を入手するなど、両者がつながる取

組みを進めることで、地域コミュニティの活性化が期待できます。 

 

 

 

②ニーズや想いを汲み取る場の創出 

  集う場（語り場）が地域でスタートしたら、小さな輪が様々な形でつながっていき

ます。そこに、地域づくりの学習の要素を少し加えていきながら、参加者のニーズや

想いを汲み取ることで、地域づくりに携わるきっかけの場へと発展させていくことが

期待できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組みの事例】 

・趣味等でつながる集いの場づくり  ・今ある行事の再構築（新たな連携） 
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【地域の中でつながり出会う場 ～展開例～】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③組織の連携 

  地域コミュニティ組織を充実していくためには、基盤となる自治会のみならず、老

人クラブや子ども会など地域の諸団体、地域と連携した学校づくりを進めるコミュニ

ティ・スクールなどの新たな組織、さらには、環境問題や子育て支援などをテーマと

したＮＰＯなどを含めた、地域内の多くの住民が参加できる組織であることが大切 

です。 

  また、地域コミュニティ組織は、「自分たちの地域は自分たちで作っていく」地域

自治の推進を目的とし、公共性ある取組みを進めていく組織であることから、組織の

体制や活動内容について、民主的な運営体制を地域と行政が協働して考えていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ニーズや想いの汲み取り、人材発掘、人材育成 

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
組
織 

情
報
キ
ャ
ッ
チ 

し
か
け
る 

 
○×料理教室 △□卓球同好会

□○少年団 ×△母親の会 

①地域で活動しているテーマコミュニティやサークル等の把握 

 
井戸端会議 ワークショップ

ラウンドテーブル 地域探訪ツアー

②集う場（語り場）のしかけ 

 参加 

【取組みの事例】 

・（地域コミュニティ組織連携例）コミュニティ・スクールとの連携 

 市民懇話会の中で、「子どもは地域の宝」「地域コミュニティ組織を運営する上で、

小中学校の児童・生徒の保護者を地域コミュニティ組織の活動に巻き込むことが、

これからの組織を充実していくために必要」といった「子ども」をキーワードにし

た意見が多く出されました。 

本市では、「子どもとのかかわり、見守り、支え、応援していく、地域と連携し

た学校づくり」を進めるコミュニティ・スクールを推進していますが、地域コミュ

ニティとコミュニティ・スクールの連携を進め、地域にわかりやすい組織の在り方

が求められています。 

 

・運営体制や規約等のガイドブック作成  ・民主的な意思決定や役員選出 
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（４）地域で考え、行動する                           

 

地域特有の課題・ニーズの発見や、自分たちの地域がどうあってほしいかといった将

来像は、その地域に住む地域住民に深く関わるものであることから、市内で画一的な地

域づくりを進めるのではなく、各地域コミュニティ組織の中で、一緒になって地域の課

題やニーズの発見など、地域づくりを考え、共有していくことが大切です。 

とりわけ、少子高齢化の進行や災害に対する地域での対策が必要な中で、地域をどの

ような姿に変えていくか、或いは、地域をどのように維持していくか、といった具体的

なビジョンを地域住民が共有し、地域全体で協力・連携して取り組んでいく環境や仕組

みづくりが求められています。 

 

 

 ①地域課題の発見と共有 

 地域全体として、地域の課題を受け止める仕組みや場があれば、地域の課題の発見

と共有につながります。 

 また、地域では祭りやスポーツイベントなど、様々な親睦活動を行っていますが、

こうした活動の中に、子どもの見守りや防災活動の視点など、課題解決型活動を加え

ることで、地域課題を地域内で共有することができます。 

 さらに、井戸端会議やワークショップを企画しても、参加できない人もいるため、

地域全体の意向や想いを把握する手段として、アンケートやインタビュー調査も課題

発見の有効な取組みの一つと考えられ、多様な手段を使って地域課題を発見すること

で、より地域全体の想いや方向性に近づくことが期待できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組みの事例】 

・地域資源マップの作成（再掲） ・地域探訪ツアーの実施（再掲） 

・井戸端会議の開催（再掲）   ・ワークショップの開催（再掲） 

・アンケート調査やインタビュー調査の実施 
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②課題解決に向けての取組み 

  地域での対話を深化し、問題解決に向けて連携・協働して取組む環境が整えば、自

分たちの地域の理想を描き実現していくための、「○○コミュニティプラン」の策定

について検討します。 

改めて、地域で行われている活動をテーマ毎や年次的に集約し、地域内で共有する

ことで、地域の長所を伸ばし、短所を改善するなど、効果的に活動を進めていくこと

が期待できます。 

また、コミュニティプランの策定を進めるにあたり、地域づくりの経験が豊富な専

門家や対話の場を円滑に進める進行役の存在は、地域を束ねていく上で、極めて有効

ですので、地域づくりの専門家等の活用について検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コミュニティプランとは】 

 まちづくりに対する要望の多様化や限られた財源の中で、全てを行政が担うので

はなく、どのような地域にしたいのかについて、地域と行政が協働で考え、とりま

とめた計画です。 

 これは、地域の皆さんが自主的に地域コミュニティ活動へ参画するための活動方

針になります。 

  

キャッチフレーズ 

「○○○○○○○○」 

 

○○地区コミュニティ協議会 

コミュニティプラン 

 

 
 
 

平成○年〇月策定 

○○地区コミュニティ協議会 

１ 地域の現状と課題 

（１）現状 

  ○立地 
  ○社会的条件 

（２）課題 

２ 地域づくりの目標 

 目標① 

  目標② 

３ 目標を実現するための活動の柱 

４ 期待できる効果 

５ 行動計画 

６ その他 
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２ 行政の取組み 

 

 

（１）協働推進のための組織・体制の充実    

 

 地域自治を形成し地域自治を推進するためには、地域と行政との相互理解が不可欠で

す。それぞれが地域課題と行政課題を共有し、対話することをとおして、協議、調整、

決定する合意形成のプロセスを構築していくことが大切です。 

また、行政は、そのために必要な一定の「人、モノ、金、情報」等を提供するなどの

方策を整えるため、地域の協働の視点を踏まえた庁内での横断的な組織体制や仕組み、

さらには、職員の意識改革など図っていく必要があります。 

 

 

①地域担当職員制度 

  地域との協働を推進するためには、それぞれの地域の課題やニーズなどの特性を知

り、地域との信頼関係を構築するとともに、地域と行政をつなぎ、地域にわかりやす

い行政システムにする必要があります。 

  こうした行政の地域課題への対応力を強化するため、各地域と向き合う「地域担当

職員制度」の導入について検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②横断体制の整備 

地域の課題は多種多様にわたり、ひとつの課で解決できることは少なくなっていま

す。例えば、災害時における要援護者の避難については、福祉部門と防災部門が連携

して取り組んでいくように、行政内での協働をより実行力の高いものとして整えてい

かなければいけません。 

  こうしたことから、地域と行政を繋ぐ地域担当職員を中心に、各部署に協働の窓口

となる職員の配置など、全庁的な推進体制の構築について検討します。 

 

 

 

【地域担当職員とは】 

 地域の課題・ニーズなどの実態の把握や、地域住民が協議の場を運営するための

支援。さらには、協議の過程を活用し、地域組織が横の連携を深め、地域が一つと

なるよう意欲を引き出すなどの役割があります。 

また、各担当課との連絡調整を図り、地域と行政との協働による地域づくりを進

めていくなど、いわゆるコーディネーターとしての役割を担います。 
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（２）職員の意識改革                              

 

地域組織が取り組んでいる諸問題に柔軟かつ適切に対応し、協働のパートナーとし

て地域自治を支援するためには、地域の最前線で活動している人たちや、サービスの

受け手との対話を大切にし、地域や生活者の視点に立った政策を形成していくことが

求められます。 

このため、協働を仕事の進め方の基本の一つとして意識するための、協働や地域コ

ミュニティに関する研修の実施、さらには、若手職員の地域づくりへの積極的な参加、

一市民としての職員が地域活動へ一歩踏み出すための仕組みづくりなど、市民との協

働による地域づくりを進めるため、職員の意識改革を進めます。 

 

 

 

（３）拠点施設の充実                              

 

公民館を中心に地域の様々な活動が行われていますが、今後、地域コミュニティ組織

には、地域内の多様な団体等が参加し、地域自治の推進を目標として地域の課題解決や

交流等を図っていくことが必要とされます。 

このため、市内の公民館を生涯学習の拠点としてだけではなく、地域コミュニティを

推進していく上での拠点（（仮称）コミュニティセンター）として活用していくことを

検討します。 

 

 

 

（４）地域活動の財源 

 

これまで地域と行政は、防災・地域づくり・福祉など、分野ごとのつながりによって、

それぞれの目的に応じた補助金等を交付していました。こうした仕組みは、地域にとっ

ては、事務的な負担要因になるとともに、予算の使途も限定されることにもなります。 

こうしたことから、地域の事情に応じた地域づくりを促進するため、各種補助金等に

ついて、交付方法の工夫や権限の移譲も視野に入れながら、地域活動に必要な財源の構

築について検討します。 
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コラム２ 地域づくりの成長過程 

 地域と行政がともに地域づくりを進めていくための成長過程のイメージを示してい

ます。 

 

 

 

a 対話のスタート 

 

 
b 地域の目指す未来を共有しよう（対話の深化） 

 

 

 
 

c 目指す未来をまとめよう（行動計画） 

 

 

 
 

d 未来に向かって行動しよう（計画の実行） 

 ●地域の各種団体が協力して行動に移す 

 

e 課題の発見・新たな取組みへ 

 

 

 

 

 

 

●これからの地域づくりについて地域で対話 

●地域の現状把握・情報収集 

●各種団体等への働きかけ 

●円卓会議や井戸端会議など地域内での対話を深める 

●地域コミュニティによる地域課題の洗い出し 

●先進的な事例の共有 

●人材育成・発掘

●コミュニティプランの作成 

●行政施策とのマッチング（地域と関連する行政施策の再点検） 

●行政支援の検討（協働事業） 

●地域住民への広報

●実施結果取りまとめ 

●新たな取組みと行政施策とのマッチング

行 

政 

の 

役 

割 
 

※
全
体
を
と
お
し
て 

・
関
係
部
署
と
の
連
絡
調
整
・
地
域
自
治
の
啓
発 

・
事
務
局
サ
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ー
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説明会・出前講座の実施 

対話の場のコーディネート 

各地域の現状や団体の把握 

先進事例の収集 

研修会の開催 

地域づくり専門家等の活用 

計画策定支援 

協働事業等へのつなぎ 

実施結果・成果のまとめ支援 
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